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第７  環  境  森  林 

 

群馬県では、災害に強く、持続可能な社会を構築するとともに、県民の幸福度を向上さ

せるため、令和元年 12 月に『ぐんま５つのゼロ』（①自然災害による死者「ゼロ」、②温

室効果ガス排出量「ゼロ」、③災害時の停電「ゼロ」、④プラスチックごみ「ゼロ」、⑤

食品ロス「ゼロ」）を全国で初めて宣言し、その実現に向けた取組を進めている。 

 環境森林部では、「群馬県環境基本計画 2021-2030」に基づき、温暖化対策と経済成長

を両立させて脱炭素・循環型社会を実現し、持続可能な自立分散型社会を構築するため、

①地球温暖化対策の推進、②持続可能な循環型社会づくり、③自然との共生と森林（もり）

づくり、④安全・安心で快適な生活環境づくりに関する取組を行った。 

 また、「群馬県森林・林業基本計画 2021-2030」に基づき、大胆な構造改革と産業基盤の

強化によりコストの縮減と収益性の向上を図り、「自立した林業・木材産業」を実現する

とともに、林業経営を通じた森林整備により森林の持つ公益的機能の維持・増進を図り、

災害に強く、持続可能な社会を構築するための取組を行った。 

 

【主要施策】 

 １ 持続可能な循環型社会づくり 

 （１）ごみ減量化の推進、店頭回収の促進、プラスチックごみ「ゼロ」に向けた取組 

 （２）ＭＯＴＴＡＩＮＡＩ運動の推進・フードバンク活動の支援 

 ２ 持続可能な社会を支える人づくり 

 （１）環境学習の推進、環境人材の育成、環境情報の提供と共有化 

 ３ 自然との共生と森林（もり）づくり 

 （１）野生鳥獣対策の強化、クビアカツヤカミキリ対策 

 （２）林業経営を通じた森林整備の推進、森林の公的管理 

 ４ 安全・安心で快適な生活環境づくり 

 （１）プラスチックごみ「ゼロ」に向けた取組【再掲】 

 ５ 林業の競争力強化 

 （１）木材流通・加工体制の基盤強化と需要拡大 

 （２）林業システムの改革、きのこ産業等の再生 

 ６ 森林の新たな価値の創出 

 （１）新たな森林資源利用、森林ビジネスの創出 

 ７ 森林の強靱化 

 （１）防災・減災、災害への適応力向上 
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１ 環境政策費 

(１)県民広報費 決算額 200 千円 

   県民に対して行政情報を分かりやすく提供し、関心を持ってもらうとともに、県政

に対する理解と参画を進めるため、積極的な情報提供、広報活動を実施した。 

事  業  名 事 業 内 容 事 業 費 

県立赤城公園ＰＲ動画 「大沼キャンプフィールド」及び「赤城ビジタ

ーセンター」の整備に合わせて県立赤城公園の

魅力を広く周知し、来園者の増加及び園内周遊

の促進を図るために、夏秋シーズンに焦点を当

てたＰＲ動画を制作した。 

200 千円 

 

(２)社会参加費 決算額 179 千円 

   職員が地域社会と積極的に交流することにより、県民の声を聴いて県政に反映する

ため、また、県政の方針や事業等について県民の理解と協力を求めるため、各種団体

との会合への出席に伴う経費を支出した。 

所   属   数 金  額 

環 境 森 林 部 7 課 1 場 179 千円 

 

(３)公園施設等特別維持整備費 決算額 13,385 千円 

 県民が利用する県立公園や森林公園等の施設について、適時適切に維持整備を行っ

た。 

施  設  名 事 業 内 容 事 業 費 

県 立 榛 名 公 園 ナラ枯れ対策 1,463千円 

あ か ぎ 木 の 家 施設修繕等 3,157 

県 立 赤 城 公 園 ナラ枯れ対策 1,557 

啄 木 鳥 橋 架替工事 1,994 

東 部 環 境 事 務 所 施設修繕等 3,344 

県 立 赤 城 公 園 園内施設修繕等 1,870 

計 13,385 

 

(４)環境政策推進 決算額 20,755 千円 

 ① 群馬県環境審議会の開催 

   群馬県環境審議会を３回開催し、「群馬県環境基本計画 2021-2030 の中間見直し」、

「第三次群馬県循環型社会づくり推進計画の中間見直し」、「令和７年版環境白書」、

「群馬県廃棄物処理施設等の事前協議等に関する規程の一部改正」及び「群馬県再生

資源物の屋外保管等の規制に関する条例（案）」等についての説明等を行った。 

② 令和７年版環境白書作成 

   広く県民や事業者が県の環境の現状についての理解と認識を深め、良好な環境の保

全や創造に自主的に取り組めるように、群馬県の環境の状況とこれに関する施策をま

とめた令和７年版環境白書を作成し、公表した。 
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また、小学校３～６年生が分かりやすく環境学習を行えるように、令和８年版「ぐ

んまこども環境白書」（デジタルブック）を作成し、県ホームページで公開した。 

③ 環境情報ホームページ「ＥＣＯぐんま」の運用 

   環境に対する理解を深めてもらうことを目的に、群馬県の環境に関する情報を発信

するためのホームページ「ＥＣＯぐんま」を運用するとともに、効果的に情報を広め

るため、Ｘ「@ECO_gunma」による情報発信を行った。フォロワー数：4,179 人(令和

７年度末現在) 

 ④ 地域における環境 SDGs 推進 

   2050 年に温室効果ガスの排出量ゼロの実現に向け、県公認環境ＳＤＧｓファシリテ

ーターによる活動の支援や二酸化炭素排出量の見える化アプリの実装により、県民や

企業等の行動変容を促した。 

活動件数 参加人数 アプリ使用人数 

61 件 1,675 人 2,022 人 

⑤ 群馬県環境賞顕彰式の実施 

   県民や事業者等の環境に関する優れた実践活動、調査研究活動、自然保護活動等を

顕彰し、県民の環境に対する意識の高揚と環境活動へのより一層の参加を促進した。 

  ・実施日：令和７年 11 月 12 日(水) 

  ・会 場：県庁昭和庁舎正庁の間 

  ・環境功績賞 ５個人、１団体 

  ・「ぐんま５つのゼロ宣言」実現貢献賞 １団体 

 ⑥ 環境ＧＳ(Gunma Standard)認定制度 

環境マネジメントシステムを導入し、二酸化炭素排出量の削減に取り組む事業者を

「環境ＧＳ認定事業者」として認定し、情報提供や専門家の派遣などにより地球温暖

化対策等の取組を支援した。 

・認定事業者：2,366 事業者（令和７年度末現在） 

 

(５)環境影響評価推進 決算額 1,100 千円 

   環境影響評価条例の対象事業となった６事業について、生活環境及び自然環境の保

全等をより一層図るために、事業者の作成した方法書及び準備書について環境影響評

価技術審査会で審議した。 

・方法書：（仮称）auRE 群馬県吾妻郡東吾妻町太陽光発電所 G1 の設置事業 

      （仮称）日野カントリークラブ太陽光発電所 

（仮称）榛名の森太陽光発電事業 

（仮称）強戸地区産業団地造成事業 

堤ヶ岡飛行場跡地土地区画整理事業（令和７年度末時点で審議途中） 

・準備書：（仮称）大泉電池工場建設事業 

 

(６)環境生活保全創造資金融資 決算額     6,403 千円 

   持続可能な発展と循環型社会づくりを目指し、自主的に良好な環境の保全と創造に

取り組む中小企業者等に対し、金融機関との協調による低利融資を行った。 
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区  分 継続融資件数及び預託金額 

産業廃棄物処理施設整備資金

(再生利用施設整備資金含む) 

  1 件 

 

6,403 千円 

計   1 6,403 

 

(７)県民運動推進 決算額 16,885 千円 

 ① 群馬県環境アドバイザー活動支援 

環境アドバイザー連絡協議会事務局として、会報等による関連情報の提供、幹事会

等の開催、資質向上のための研修会の開催等により、地域でのアドバイザーの活動を

支援した。 

・群馬県環境アドバイザー登録者数：383 人（令和７年度末現在） 

 ② 地域環境学習推進 

県民に身近な環境学習の機会をより多く提供するため、県内で活動する環境アドバ

イザーや環境カウンセラー、ＮＰＯ法人に委託し、県内各地の公民館や集会所等、身

近な場所において、環境に関する様々なテーマの講座や見学会、体験学習、討論会等

を実施した。 

実施件数 開催講座数 参加者数 

10 件 19 回 延べ 351 人 

 ③ こどもエコクラブ支援 

環境活動を行う子どもたちのグループを「こどもエコクラブ」として登録し、関連

情報の提供や交流会の開催を通して、その活動を支援した。 

  ・登録状況  クラブ数：178 クラブ 会員数：1,315 人（令和７年度末現在） 

区分 実施回数 参加人数 

学習会  1 回 71 人  

交流会  1  54   

④ 移動環境学習車「エコムーブ号」による「動く環境教室」 

子どもから大人まで多くの県民が、体験をしながら環境学習を行えるよう、学習機

材を搭載した「エコムーブ号」を活用し、学校の授業やイベントにおいて環境学習サ

ポーターによる「動く環境教室」を実施した。 

・実施回数：92 回 5,970 人参加 

 ⑤ 子ども向け地域環境学習支援 

県内各地域で開催される学習会・イベント等の主催者から依頼を受けて、環境アド

バイザーの派遣及び実験機材等の提供を行うことで、子ども向けの環境学習・環境保

全活動を推進した。 

・実施件数：５件 617 人参加  

 ⑥ 環境サポートセンター運営 

環境学習や環境に対する取組等を総合的に支援するため、「群馬県環境サポートセ

ンター」を運営し、情報発信等を行った。 

  ・設置場所：県庁 16 階北側フロア（環境森林部環境政策課内） 
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  ・業務内容：学校や地域における環境学習や環境団体の活動に対する総合的な支援、 

「エコムーブ号」の運営、こどもエコクラブ事務局、群馬県環境アドバ

イザー連絡協議会事務局、関連情報提供等 

 ⑦ ぐんま環境学校（エコカレッジ） 

地域における環境学習や環境活動を自ら主体的に実践できる人材を養成するため、

環境に関心の高い県民を対象として幅広い分野にわたるカリキュラムに基づく講座

（講義やフィールドワーク等）を開催した。受講者を環境アドバイザーとして登録す

るとともに、希望者を環境学習サポーターとして登録した。 

・講座回数：全 10 回 40 人参加（環境アドバイザー登録 25 人） 

 ⑧ ぐんまエコスタイル推進 

県内各地の集まりなどを利用し、各家庭で取り組める温暖化防止行動等について学

べる出前講座に講師を派遣し、温暖化防止行動の普及推進を図った。「緑を増やして

気候変動に備えよう」等のリーフレットを使用し、実践しやすい温暖化防止行動を紹

介した。 

・出前講座回数：30 回 800 人  

 ⑨ 環境にやさしい買い物スタイル普及促進 

市町村や消費者団体、関係事業者で構成する協議会において取組計画を協議した。

また、小売店の店頭及び市役所前において、プラスチック資源の循環促進に関する啓

発活動を実施した。 

・環境にやさしい買い物スタイル協力店舗登録数：1,290 店舗   

 ⑩ 地球温暖化防止活動推進員活動支援 

地域における温暖化対策の活動を行う地球温暖化防止活動推進員を委嘱し、群馬県

地球温暖化防止活動推進センターと協力して、研修会の開催や「推進員ニュース」の

発行等の支援を行った。 

 

２ 環境保全費 

(１)環境保全推進 決算額 4,516 千円 

① 足尾鉱山から流出した重金属による渡良瀬川下流域における農用地汚染の原因企

業である古河機械金属株式会社との公害防止協定に基づき、各種調査等を行うととも

に、同社に対して施設改善及び緑化の促進等を要請した。 

区  分 回数 内        容 

平 水 時 水 質 調 査 7 回 坑廃水許容限度（協定値）の遵守状況等の調査 

堆積場等立入調査 2 鉱害防止事業の実施状況等の調査 

公 害 防 止 協 議 会 2 三者、四者※の協議会の開催 

※三者…群馬県、栃木県、古河機械金属株式会社 

四者…群馬県、桐生市、太田市、古河機械金属株式会社 

② 環境関係６法令や「群馬県の生活環境を保全する条例」等２条例に基づく届出デー

タ等を一元的に管理する環境施設事業者情報システムを安定的に運用するため、保守

管理を行った。 

③ 公害紛争処理法第 13 条の規定に基づき設置された公害審査会を開催し、公害紛争
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の解決を図った。また、公害紛争処理連絡協議会及び地方自治体職員向けウェブセミ

ナーに参加した。 

・調停の実施 事件名 群馬県令和６年（調）第１号事件 

・調停回数：３回、現地調査：１回 

・調停成立件数：１件 

 

(２)大気保全推進 決算額 80,099 千円 

① 大気汚染状況を把握するため、次表のとおり大気環境測定を実施した。 

区 分 
県実施分

測定箇所 

測定 

頻度 
測  定  項  目 

環境基準の 

達成状況等 

一般環境 

大気常時 

監視 

13 地点 常時 二酸化硫黄、窒素酸化

物、浮遊粒子状物質、微

小粒子状物質、一酸化炭

素、光化学オキシダント

及び炭化水素等(測定地

点によっては、測定して

いない項目がある) 

・光化学オキシダン

トは全ての地点で

未達成。他は全て

達成。 

・光化学オキシダン

ト注意報発令 2 日 

・微小粒子状物質注

意報発令なし。 

自動車排

出ガス常

時監視 

 5 常時 窒素酸化物、浮遊粒子状

物質、一酸化炭素及び炭

化水素等 

全て達成。 

有害大気

汚染物質

等 

 3 毎月 ベンゼン、トリクロロエ

チレン、水銀及びその化

合物など 22 物質 21 項目

(うち 6 項目については

環境基準値・指針値な

し） 

全て達成。 

・環境基準値(4 項

目) 

・指針値(11 項目) 

微小粒子

状物質成

分分析 

 1 年 2回  

（ 季 節

毎）  

イオン成分、重金属類、

炭素成分（効果的な削減

対策のための基礎データ

として収集）  

－  

（成分割合の季節変

動等を把握）  

アスベス

ト 

 2 年 2 回 アスベストに係る総繊維

数濃度 

－ 

（いずれも 1 本/L 未

満） 

② 工場・事業場におけるばい煙発生施設等について、立入検査(176 事業場)、排出基

準遵守状況調査(16 事業場)を実施した。排出基準遵守状況調査では、排出基準超過は

みられなかった。また、小規模な施設等を対象として、立入検査に代えて調査票送付

による管理状況調査（80 事業場）を実施した。 

③ 碓氷川流域環境調査(大気)では、安中市内の４地点で試料を捕集し、浮遊粒子状物
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質やカドミウム等６項目の濃度を調査した。カドミウム濃度の平均値は 0.06～

0.14ng/m3 であり、過去５年間のデータと比較して大きな変化はみられなかった。 

 

(３)水質保全対策 決算額 15,645 千円 

① 公共用水域の水質汚濁状況を把握するために、県内環境基準点で水質測定を実施し

た。測定結果は、国土交通省及び前橋市等の 19 機関において測定した結果と合わせて

水質保全行政の最も基本的なデータとなっている。 

区分 
県 実 施 分 

調 査 対 象 水 域 
環境基準達成率（県全体） 

河川 20 水域 20 地点 生物化学的酸素要求量（BOD）85.0%（全 40 地 点 ） 

湖沼 2        2 化学的酸素要求量（COD）    75.0 （全 12    ） 

② 工場・事業場の排水基準遵守状況等を調査するため、延べ 278 事業場（前橋市、高

崎市、伊勢崎市及び太田市は除く）を立入検査した。うち 61 事業場において、pH や

BOD 等の生活環境項目及びふっ素やほう素等の有害物質計 18 項目を調査したところ、

延べ７事業場で排水基準不適合があった。これらの事業場に対して文書指導した結果、

施設の改善等が行われた。 

 

(４)騒音振動対策 決算額 1,108 千円 

 ① 「新幹線鉄道騒音に係る環境基準」及び「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動

対策」の適合状況を把握するため、新幹線沿線地域の調査を実施した。 

区  分 測定箇所 環境基準達成状況（騒音） 指針値達成状況（振動） 

上越新幹線 9 地点 4 地点 9 地点 

北陸新幹線  4     2     4 

測定結果を踏まえ、東日本旅客鉄道株式会社に対して騒音防止対策について要望を

行った。 

② 「騒音規制法第 17 条第１項の規定に基づく指定地域内における自動車騒音の限度

を定める省令」及び「騒音に係る環境基準」の適合状況を把握するため、市町村が一

般道路及び高速自動車道の騒音調査を行っている。一般道路においては、基準を超過

した地点について、市町村が必要な対応を行っている。 

   また、高速自動車道においては、住民からの苦情があった箇所について、県が市町

村の要望をとりまとめ、所管の東日本高速道路株式会社管理事務所に対し遮音壁設置

等の要望活動を行った。 

区 分 測定箇所 要請限度達成状況 環境基準達成状況 

関越自動車道新潟線 4 地点 4 地点 4 地点 

東 北 縦 貫 自 動 車 道 1 1 1 

一 般 道 路 15 15 13 

計 20 20 18 

③ 騒音規制法第 18 条第１項の規定に基づく自動車騒音の常時監視を行うため、県内

１町１路線の「道路に面する地域」の環境騒音の実態を評価した。 
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区分 路線名 区間始点 区間終点 
対象住居 

等 戸 数 

環境基準 

達成戸数 

邑楽町 
足利邑楽町

行田線 

邑楽町大字中野 千代田町大字赤岩 
335 戸 332 戸 

④ 市町村職員を対象に、関連法令の基礎知識、測定機器の使い方等について研修を行

った。 

 ・参加人数：23 人 

 

(５)地盤沈下対策 決算額 18,171 千円 

① 地盤沈下の状況を把握するため、本県中央から東南の平野部において、一級水準測

量を行った。令和７年度の水準測量結果によると、年間最大沈下量は、明和町の 8.1 

mm であった。 

区  分 水 準 点 数 路 線 延 長 

測 量 規 模 92 点 

（地盤変動量観測地点数） 

192km 

（左記水準点間の測量実施距離） 

調査対象地域 高崎市、伊勢崎市、太田市、館林市、玉村町、板倉町、明和町、

千代田町、大泉町、邑楽町 

調査対象である本県東南部地域では、水道事業や工業用水道事業等において、地下

水から表流水への利用転換が進められてきた。 

② 19 本の観測用井戸により、地盤沈下と密接に関係している地下水位を測定するとと

もに、そのうち、地盤沈下計を併設している５本の井戸で、地下水位との関係を継続

して調査した。地盤変動量と地下水位には一定の相関が見られ、地下水位は季節及び

年による変動があるが、近年はほぼ横ばい傾向である。 

区 分 設置数 設置市町 

地下水位計 19 台 前橋市、高崎市、伊勢崎市、太田市、館林市、玉村町、板

倉町、明和町、千代田町、大泉町、邑楽町 

地盤沈下計 5 館林市、明和町 

 

(６)地下水・土壌保全対策 決算額 6,162 千円 

① 地下水の水質汚濁状況を監視するため、県と同様に監視の義務がある、前橋市、高

崎市、伊勢崎市、太田市(水質汚濁防止法で定める４市)と連携し、県内 151 か所の地

下水の水質測定調査を実施した。その結果、12 か所の地下水で硝酸性窒素及び亜硝酸

性窒素が、１か所の地下水でふっ素が環境基準値を超過して検出された。 

② 土壌汚染対策法第 11 条に基づき 11 件を形質変更時要届出区域に指定し、２件の指

定を解除した。 

なお、令和７年度末現在、県が指定中の区域は 47 件である。 

③ 事務処理の効率化・迅速化を行うため、土壌調査結果報告のデジタル化を進めた。

また、データの有効活用を図るため、過去に提出された報告書を電子化した。 
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(７)化学物質対策 決算額 4,651 千円 

① ダイオキシン類対策 

ア 事業所監視（中核市を除く） 

ダイオキシン類対策特別措置法第 34 条に基づき対象の事業所に立入検査を行い、

未届出事項に係る届出指導及び施設管理の改善指導等を行った。 

区 分 検査箇所 改善指示 

大 気 基 準 適 用 30 施設 8 施設 

水 質 基 準 適 用    4  

イ 常時監視調査 

   ダイオキシン類対策特別措置法第 26 条に基づきダイオキシン類の常時監視を行っ

た結果、全ての地点で環境基準を達成していた。 

区 分 調査箇所 環境基準達成状況 

大   気 3 地点 3 地点 

公共用水域（水質） 3 3 

底 質 3 3 

② フロン類の使用の合理化及び管理の適正化に関する法律（フロン排出抑制法）の

運用及びオゾン層保護と地球温暖化防止のための啓発を行い、フロンの大気中への放

出を抑制するための施策を講じた。 

   ・第一種フロン類充填回収業者の登録…新規登録 104 者 

 ・フロン類充填回収技術講習会の開催…充填５回（181 人修了）、回収２回（67 人

修了） 

 ・第一種特定製品管理者等立入検査指導の実施…117 件（第一種特定製品管理者

103 件、特定解体工事元請業者 14 件） 

③ 大気環境中へ排出される化学物質のデータから、排出量の多い物質（トルエン、キ

シレン、塩化メチル、エチルベンゼン、酸化エチレン等）について、排出量の多い事

業場の周辺３地点で環境調査を行った。 

 

(８)悪臭対策 決算額 233 千円 

県内全域が悪臭防止法による臭気指数規制地域となっていることを踏まえ、臭気指

数規制への理解を深めるため、市町村職員等を対象に嗅覚測定法講習会を実施した。 

・参加人数：29 人 

 

(９)放射線対策 決算額 15,173 千円 

① 除染対策の推進 

令和７年度末現在、県内の汚染状況重点調査地域は８市町村となっている。 

なお、県内の除染作業は、平成 27 年 11 月に完了している。 

② 監視・広報 

   国からの委託を受けて県が設置した固定型モニタリングポスト(５基)、国が設置し

た可搬型モニタリングポスト(19 基)の県内 24 基による空間放射線量率の常時監視を
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引き続き行った。 

なお、県内における令和７年度の地表１m の空間放射線量率は、時間あたり 0.014～

0.097 マイクロシーベルトであり、過去の調査結果と比べて特段の変化は見られなか

った。 

環境放射能水準調査として、国の委託を受け、全国統一基準で降下物、大気浮遊じ

ん、飲料水中の放射性物質の検査を行った。概ね過去の調査結果と比べて特段の変化

は見られなかったことから、新たな事象による人工放射性核種の影響は認められなか

ったものと考えられる。 

また、市町村と協力して、県内の生活圏における空間放射線量率の測定の実施や県

民への情報提供・放射線対策の総合的な推進のため、「群馬県放射線対策現況」を作

成し、公表した。 

 

３ 廃棄物・リサイクル費 

(１)廃棄物処理適正化  決算額  22,813 千円 

① 循環型社会づくり推進 

「第三次群馬県循環型社会づくり推進計画（令和３～12 年度）」に基づき、県民、

事業者等への情報提供や普及啓発を行った。令和６年度の県民１人１日当たりのごみ

排出量は 930g で、前年度から３g 減少した。 

区   分 令和 5 年度 令和 6 年度 

 一 般 廃 棄 物 総 排 出 量       657 千 t       648 千 t 

 県民 1 人 1 日当たりの一般廃棄物排出量       933 g       930 g 

 一 般 廃 棄 物 リ サ イ ク ル 率      13.8 %      13.5 % 

② 産業廃棄物処理業者団体への支援 

産業廃棄物の適正処理を推進するため、(公社)群馬県環境資源創生協会による不適

正処理防止立看板設置等の取組を支援した。 

区   分 補 助 金 

(公社)群馬県環境資源創生協会事業費補助金 4,500 千円 

③ 災害廃棄物処理対策 

県内市町村による災害廃棄物処理計画の速やかな策定を支援した。 

区   分 実  績 

計画策定市町村数 26 市町村 

 

(２)リサイクル推進 決算額 2,160 千円 

① 自動車リサイクル法の施行 

使用済自動車の解体業・破砕業の許可に関する事務を適正に行った。 

また、許可業者に対して、解体作業基準等の遵守状況や施設基準の適合状況を確認

するための立入検査を行うとともに、無登録及び無許可の疑いがある事業者の監視指

導を行った。 
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（中核市を除く） 

登 録 ・ 許 可 の 区 分 
登 録 ・ 許 可 件 数 令 和 7 年 度 末 

事 業 者 数 

令 和 7 年 度 

立入検査実施数 新 規 更 新 

引 取 業 9 件 25 件 277 者 39 者 

フ ロ ン 類 回 収 業 4 11 124 28 

解 体 業 5  6 102 38 

破 砕 業    16 4 

② 容器包装のリサイクル及びプラスチック資源循環の促進 

市町村における、容器包装リサイクル法に基づく分別収集実施品目数の増加やプラ

スチック資源循環促進法に基づくプラスチック使用製品廃棄物を併せた分別収集の実

施拡大に向け、助言等を行った。 

区   分 

容器包装廃棄物 

（平均実施品目数：8.8 品目） 

プラスチック使用製

品廃棄物 

（プラスチック製容

器包装と一括） 

全 10 品目 うちプラスチック製

容器包装 

分別収集実施市町村数 7 市町村 26 市町村 11 市町村 

 

(３)一般廃棄物対策 決算額 161 千円 

一般廃棄物の適正処理と循環型社会の形成を推進するため、市町村が実施する廃棄

物処理に対する指導及び助言を行った。 

また、一般廃棄物の広域的処理を推進するため、「群馬県一般廃棄物処理広域化マス

タープラン」に基づき、協議会組織設立等の調整や既に設置された協議会において助

言等を行った。 

さらに、放射性物質を含む廃棄物に関し、最終処分場の放流水の放射能濃度につい

て 17 施設全てにおける基準適合を確認するとともに、指定廃棄物について、国及び県

による現地調査を実施し、一時保管者による適正保管を確認した。 

 

(４)浄化槽対策 決算額 15,840 千円 

浄化槽によるし尿と生活雑排水の適正処理を確保するため、法令に基づき関係者に

対する指導等を実施した。浄化槽教室は動画配信により実施した（令和７年度再生回

数 1,751 回）。 

また、「群馬県浄化槽適正処理促進協議会」を開催し、浄化槽による汚水の適正な処

理の促進に向けた関係者の連携による取組について協議を行った。 

 

(５)プラスチックごみ「ゼロ」推進 決算額 53 千円 

プラスチックごみの削減に積極的に取り組む県内の 358 店舗を「ぐんまプラ

ごみ削減取組店」として登録し、取組の状況把握と拡大支援を実施した。  

また、プラスチック代替製品の利用促進について、各種イベントにおいて普及啓発

を行った。 
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区   分 
 

実    績 

プ ラ ス チ ッ ク 代 替 

製 品 の 利 用 促 進 

・「ヨシストローで脱プラカフェ」の開催 

県立大泉高校による「ヨシストロー」の取組等について

同校及び県内事業者との連携イベントにより広く紹介 

・「ぐんま環境フェスティバル」等での展示・説明 

 

(６)食品ロス「ゼロ」推進 決算額 1,336 千円 

 ① ＭＯＴＴＡＩＮＡＩ運動の推進 

食品ロスの削減に取り組む県内の飲食店や小売店等 621 店舗を「ぐんま食品ロス削

減推進店」として登録し、普及啓発物を配布するとともに、ホームページで周知した。 

② フードバンク活動の支援 

県内フードバンクの活動状況を調査し、県のホームページで公表した。 

食品関連事業者等で発生する未利用食品を有効活用するため、食品関連事業者等の

食品提供側とフードバンク等の食品受取側を Web 上でマッチングするシステムを運用

した。 

また、県庁及び地域機関や「ぐんま環境フェスティバル」においてフードドライブ

を実施し、それぞれ集まった食品を県内各フードバンクへ寄附した。 

 

(７)循環型社会づくり推進  決算額  234 千円 

 県内で開催されたイベントにおいて、使い捨てカップ等に替え、繰り返し使用可能

なリユース食器を活用することで、イベントにおけるプラスチックごみ等の削減とリ

ユース食器の活用について普及啓発を行った。 

 

(８)再生資源物の屋外保管事業場対策   

屋外保管事業場の実態把握や、規制内容の検討を行い、「群馬県再生資源物の屋外保

管等の規制に関する条例」を制定した（令和８年３月 26 日公布、同年 10 月１日施行）。 

 

(９)産業廃棄物処理対策  決算額  33,648 千円 

産業廃棄物の適正処理及び排出抑制を推進するため、処理業者や排出事業者等に対

し、許可、立入検査、報告徴収等を通じて指導・監督を行うとともに、インターネッ

ト等により、適正処理及び排出抑制に資する情報を提供した。 

また、地域住民や関係市町村の理解促進を図るとともに、生活環境に十分配慮した

処理施設が設置されるよう、法に基づく許可手続に先立ち、設置計画者に対し、事前

協議手続を指導した。 

さらに、ＰＣＢ廃棄物・使用製品の円滑な処理を推進するため、制度の周知や保管

状況の把握、未届事業者の掘り起こし、適正処理の指導・相談、中小企業者の処理費

用負担軽減措置、県有ＰＣＢ廃棄物の処理促進等に努めた。 

併せて、各種計画策定のための基礎調査として、前年度に引き続き、廃棄物実態調

査及び県民意識アンケートを実施した。 
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①  産業廃棄物関係許可状況                                （中核市を除く） 

許可の区分 
許可件数 令和 7 年度末 

許可保有者数 新規許可 更新許可 変更許可 

産 業 廃 棄 物 収 集 運 搬 業 401 件 963 件 66 件 6,262 者 

産 業 廃 棄 物 処 分 業 3 30 1 157 

特別管理産業廃棄物収集運搬業 23 86 7 626 

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物 処 分 業       5           9 

産 業 廃 棄 物 処 理 施 設    4       259 施設 

②  事前協議実施状況 

・協議書新規受付件数：中間処理施設 13 件、最終処分場０件 

③ 処理施設設置者・処理業者指導 

・立入検査件数：252 件 

・行政処分件数：許可取消処分 11 業者 

④ 排出事業者指導 

・産業廃棄物相談員３名による排出事業所への立入調査：432 件 

・多量排出事業者からの処理計画の徴収 

区  分 事業所数 年間発生量（目標）総計 

産 業 廃 棄 物 225 事業所 1,474,563ｔ 

特 別 管 理 産 業 廃 棄 物  76 40,281 

⑤ ホームページ「群馬県産業廃棄物情報」による情報提供 

⑥ ＰＣＢ廃棄物・使用製品の保管状況把握（令和７年度届出）  （中核市を除く） 

保管届出件数 

 

自 家 用 電 気

工作物トランス 

柱上トランス 

 

コンデンサー 

 

安 定 器 

 

442 事業所 617 台 117 台 462 台 615 台 

 

(10)不適正処理対策  決算額  96,950 千円 

① 不法投棄等監視指導 

   廃棄物の不法投棄等不適正処理事案の未然防止、早期発見及び早期解決を目指して

取り組み、迅速かつ綿密な調査及び強力な是正指導等により、新規に認知した 56 件の

うち 43 件、従前からの継続事案 177 件のうち 12 件について原因者による是正対応が

完了した。 

区 分 取 組 項 目 実 績 

未然防止 啓発広報（ぐんま広報、ＦＭぐんま） 1 回 

産業廃棄物収集運搬車両路上調査      1 

不適正処理防止啓発推進本部事業（動画制作・配信） 1 件 

早期発見 民間警備会社委託による休日等巡視 140 日 

県警ヘリコプターによるスカイパトロール 18 回 

フリーダイヤル「産業廃棄物 110 番」情報受付 35 件 

インターネット上の「不法投棄情報受付箱」情報受付 30  
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区 分 取 組 項 目 実 績 

早期解決 産廃Ｇメン（2 名×4 班体制）による監視指導 延べ 5,751 件 

ドローン測量システム活用（土砂埋立て事案等を含む） 72 回 

② 不適正処理監視市町村連携 

市町村職員（中核市２市を除く 33 市町村、111 名）を群馬県職員に併任発令するこ

とにより産業廃棄物に関する立入検査権を付与したほか、併任職員が勤務する市町村

を訪問し、不適正処理に係る研修を行う等、市町村と連携した不適正処理監視体制の

確保に努めた。 

③ 土砂埋立て適正化推進 

「群馬県土砂等による埋立て等の規制に関する条例」（土砂条例）に基づき、厳正な

許可審査や立入検査等により土砂等の埋立て等の適正化を推進した（盛土規制法の運

用開始に伴う土砂条例の一部改正により、令和７年５月 26 日から、許可制から届出制

に移行した）。 

区分 

令和 7 年度 

許可件数 

令和 7 年度末 

累計 

令和 7 年度 

届出件数 

令和 7 年度末 

累計 

新規 

許可 

変更 

許可 

新規 

許可 

変更 

許可 

新規 

届出 

変更 

届出 

新規 

届出 

変更 

届出 

特定事業 3 件 5 件 83 件 37 件 8 件 2 件 8 件 2 件 

併せて、市町村に対し、土砂条例の規制が及ばない 3,000 ㎡未満の埋立て等を規制

対象とする市町村土砂条例についても同趣旨の改正手続が円滑に進められるよう、条

例準則を提供する等の支援を行った。 

④ 廃棄物処理法に基づく改善命令 

館林市内において、建設系廃棄物や廃タイヤ等の大量の廃棄物が不適正に保管が行

われた事案に関し、行為地２か所において廃棄物処理法で定める産業廃棄物保管基準

に適合しない産業廃棄物の保管が行われたことから、当該行為地について、同基準に

定める廃棄物の保管方法その他必要な措置を講ずることを内容とし、令和７年 10 月

22 日付けで行為者に対し改善命令を発出した。  

⑤ 土砂条例に基づく措置命令  

館林市内において土砂条例の許可を得ずに土砂等の埋立てが行われた事案に関し、

行為地２か所において同条例で定める土壌基準における基準値を超えるふっ素が検出

されたことから、当該行為地について、埋立て等をした土砂等の全量を撤去すること

を内容とし、令和７年 12 月 25 日付けで行為者に対し措置命令を発出した。  

なお、本事案は、上記④の事案と同一事案である。  

⑥ 土砂条例に起因する行政代執行 

桐生市保安林内において土砂条例の許可を得ずに土砂等の埋立てが行われた事案に

関し、行為者が令和６年 12 月 18 日付けで発出した措置命令について期限を過ぎても

履行しなかったことから、行政代執行法に基づき、県が応急対策工事を実施した。  
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・期間：令和７年６月５日～令和８年１月９日  

・金額：58,421,000 円  

調査測量委託  5,181,000 円 

応急対策工事 53,240,000 円 

・概要：大型土のう設置による盛土安定化及び土砂流出対策  

盛土の雨水浸食防止のためのブルーシート設置 

 

(11)産業廃棄物処理推進 決算額 1,551 千円 

令和元年度に安定型モデル最終処分場を廃止し、地元住民、県及び市からなる跡地

利用策定委員会の方針に基づき里山に整備した跡地の維持管理として、除草や下流側

井戸の地下水質検査を行った。 

 

４ 自然環境費 

(１)自然環境対策 決算額 31,776 千円 

自然環境の適正な保全に役立てるため、主に次の事業を実施した。 

区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

自然環境保全地

域等整備 

群馬県自然環境保全条例に基づき指定されている

県自然環境保全地域及び県緑地環境保全地域につ

いて、保全事業等を実施した。 

2,220 千円 

良好な自然環境

を有する地域学

術調査 

県内の良好な自然環境を有する地域を選定し、動

植物、地形地質について学術調査を実施した。 

3,631 

自然保護指導員

兼監視員設置 

自然保護指導員兼監視員（49 名）を配置し、県内

の自然環境の現状把握等を目的に、定期的な巡視

及び指導等を実施した。 

6,143 

自然環境情報シ

ステム運営 

自然環境調査の結果をデータベース化し、各種施

策検討及び実施の際の基礎資料として活用した。 

594 

クビアカツヤカ

ミキリ総合対策 

被害拡大を食い止めるため、各種対策を総合的に

実施した。 

県単独事業 

・県有施設・新規被害発生市町村への防除資材貸

出し（6 施設） 

・被害情報報告システム「ぐんまクビアカネット」

の運用（投稿数 677 件） 

市町村連携事業 

・防除対策講習会（2 市、計 3 回） 

・住民参加型駆除イベント（2 市町、計 2 回） 

2,687 
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区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

生物多様性保全

推進 

ぐんまネイチャーポジティブ宣言実現のため、以

下の施策を実施した。 

・「ぐんまネイチャーポジティブ推進プラットフ

ォーム」の創設 

・参加メンバーを対象としたワークショップ等の

開催（延べ参加者数 109 人、計 3 回） 

・参加メンバーの連携支援 

・ネイチャーポジティブの視点を取り入れた、「ぐ

んまネイチャーポジティブ戦略（2026-2030）」

の策定 

16,086 千円 

 

(２)鳥獣保護管理及び狩猟対策 決算額 172,656 千円 

野生鳥獣の保護及び鳥獣による農林業被害等の減少を図るなど、野生鳥獣との適 

切な関係の構築を目指し、主に次の事業を実施した。 

区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

愛 鳥 保 護 愛鳥週間ポスターの原画募集や愛鳥モデル校の巡

回指導等による鳥獣保護の普及啓発や傷病鳥獣救

護を行った。 

16,304 千円 

野 生 鳥 獣 保 護 鳥類生息密度調査や鳥獣保護管理指導員65名を委

嘱し、狩猟の指導や取締り等を行った。 

22,315 

野 鳥 の 森 管 理 野鳥の森施設（安中市）の管理運営業務を実施し

た。 

・指定管理者：安中市 

・指 定 期 間：令和6～10年度 

・来 場 者 数：2,560人 

8,705 

放射性物質等検査 

 

野生鳥獣肉の放射性物質のモニタリング検査や死

亡野鳥の鳥インフルエンザ検査を行った。 

1,398 
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区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

指定管理鳥獣捕

獲等 

シカ及びイノシシによる生態系及び農林業の被害

軽減を図るため、鳥獣保護区（赤城地区、神津地

区、尾瀬地区、秋畑地区）において個体数調整を

実施した。 

・捕獲数：シカ548頭、イノシシ29頭 

ツキノワグマ対策として人身被害対策や市町村を

対象とした補助事業を実施した。 

・出没対応訓練（2市村、計2回） 

・緊急銃猟対応研修（1回） 

・県民向けクマ対策講座（1市、1回） 

・人身被害調査（7件） 

・交付金市町村間接交付事業（8件、8,820千円） 

75,518 千円 

狩猟者登録･事故

防止 

狩猟者登録事務とそれに関わるハンターマップ等

の制作のほか、鳥獣保護区等の標識を設置した。 

5,403  

捕 獲 の 担 い 手 

確保及び狩猟の 

適正化 

狩猟免許試験の土日及び県内各地での開催や、捕

獲技術向上研修の実施により、捕獲の担い手確保

に努めた。 

11,693  

安中総合射撃場 

 

安中総合射撃場（安中市）の運営管理業務や法令

適合性の検討を実施した｡ 

31,320  

 

(３)自然公園等管理 決算額 57,145 千円 

① 自然公園等管理 

国立･国定公園等における保護と適正な利用を図るため、主に次の事業を実施した。 

区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

自然公園管理運

営 

・自然公園清掃活動費補助（尾瀬、谷川三国、鹿

沢高原） 

・谷川岳公衆便所管理委託（みなかみ町） 

・草津白根山系硫化水素ガス安全対策連絡協議会

負担金 

・登山道敷地等土地使用料 

・貴重高山植物群落保全業務（日光白根弥陀ヶ池） 

・関東ふれあいのみち下草刈り、危険木撤去 

（前橋市､高崎市､桐生市､藤岡市､富岡市､安中市、

みどり市） 

1,174 千円 

 

2,274 

2,034 

 

 600 

1,392 

 

3,179 

② 県立公園等管理 

県立公園（赤城、榛名、妙義）等の保護と適正な利用を図るため、主に次の事業を

実施した。 
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区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

県立公園等管理

運営 

・榛名公園ビジターセンター管理運営委託 

・地域密着型公園管理委託（公衆トイレ管理） 

・赤城公園駐車場等除雪業務委託 

・榛名公園施設等管理委託 

3,883 千円 

  9,662 

4,648 

1,349 

 

(４)自然公園等整備 決算額  1,127,419 千円 

県立公園（赤城、榛名、妙義）や国立・国定公園などにおける利用者の安全の確保 

と適正な利用を図るため、主に次の県有施設の整備及び解体等を実施した。 

区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

県 立 赤 城 公 園 ・大沼キャンプフィールド植栽工 

・大沼キャンプフィールド水道施設整備工事 

・大沼キャンプフィールド舗装工事 

・大沼キャンプフィールドデッキ設置工事 

・県立赤城公園ビジターセンター解体工事 

・厚生施設団地取付道路整備工事 

・啄木鳥橋架替工事上部工 

・啄木鳥橋架替工事高欄工 

・園内道路等補修工事 

139,117 千円 

97,493 

 78,639 

48,323 

130,108 

89,991 

 30,139 

30,206 

  6,722 

県 立 榛 名 公 園 ・園内道路等補修工事 3,113 

県 立 妙 義 公 園 ・ボールタップ・グランドパッキン交換工事 299 

上信越高原国立

公園 

・一の倉沢公衆トイレ雪囲い設置工事 

 

   297 

 

(５)尾瀬保全推進 決算額 107,099 千円 

尾瀬の保護と適正な利用を図るため、主に次の事業を実施した。 

区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

尾 瀬 保 全 対 策 尾瀬の自然環境や原生的な景観を保全するため、

動植物の生態等に関する調査研究を実施した。 

1,049 千円 

 

尾 瀬 地 区 公 衆 

トイレ維持管理 

尾瀬の環境を保全するため、尾瀬保護財団に委託

してトイレの適切な維持管理等を行った。 

・山の鼻公衆トイレ利用者総数 延べ 216,430 人 

5,035 

 

至仏山保全対策 荒廃の拡大を防ぐため、至仏山東面登山道周辺の

植生回復及び荒廃防止対策を実施した。 

1,213 

尾瀬野生動物対

策 

ニホンジカ対策として生息状況把握や植生被害の

影響調査等、ツキノワグマ対策として人身事故防

止のための刈り払いや利用者への注意喚起等を実

施した。 

 

4,352 
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区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

尾瀬シカ対策強

化 

ニホンジカ対策として優先的に植生を守るべきエ

リアにおいて、ニホンジカの侵入を防止する大規

模植生保護柵の設置・管理等を行った。 

5,173 千円 

尾 瀬 地 区 利 用 

安全対策 

入山者の安全を確保するため、残雪期の道迷い防

止用の赤テープ設置や、大清水尾瀬沼線（歩道）

の点検を実施した。 

1,328 

尾瀬山の鼻ビジ

ターセンター運

営 

尾瀬国立公園利用者に対して自然解説や情報提供

を行った。 

・入館者数 94,350 人 

・開所期間 5 月 13 日～10 月 31 日（172 日間） 

14,673 

尾瀬入山口交通

環境整備 

大清水～一ノ瀬間における低公害車の運行支援と

利用分散のための普及啓発を行った。 

・低公害車利用者数 14,115 人 

・営業期間 6 月 14 日～10 月 19 日（128 日間） 

 37 

尾瀬設備クオリ

ティアップ 

魅力あふれる尾瀬を目指し、大清水尾瀬沼線（歩

道）の再整備、山の鼻公衆トイレの設備の機器の

交換等を行った。 

58,775 

尾瀬サスティナ

ブルプラン 

尾瀬ネイチャーラーニングでは、尾瀬及び芳ヶ平

湿地群の魅力を生かしたＳＴＥＡＭ教育の展開の

ため、県内の小中学校に対して、ガイド料及びバ

ス代等を補助した。 

・参加学校・団体数 33 校・2 団体 

（小学校：28 校・中学校：5 校・社会教育団体 

：2 団体） 

・参加児童生徒数 1,173 人 

（小学校：819 人・中学校：313 人・社会教育団

体：41 人） 

尾瀬における官民共創導入促進事業では、民間事

業者との連携により、一般利用者参加型の登山道

整備ツアーを造成した。 

・参加人数 8 人 

新たな利用者負担による公園維持管理手法等の検

討実証では、尾瀬国立公園全体での新たな利用者

負担制度の導入について検討するため、ぐんま尾

瀬入域協力金実証実験の制度設計を行った。 

12,285 
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区 分 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

尾瀬環境学習推

進 

山の鼻ビジターセンターにおいて、展示や環境学

習ミニガイドツアー及び尾瀬ネイチャーラーニン

グの受け入れ協力を実施するとともに、県内の小

中学校で移動尾瀬自然教室を開催した。 

・ミニガイドツアー 44 回 

・移動尾瀬自然教室 20 校、1,046 人 

2,862 千円 

 

５ 林政費 

(１)森林経営管理対策 決算額 16,618 千円 

「群馬県森林・林業基本計画 2021-2030」の進捗管理を行うとともに、計画策定か

ら５年が経過したことを受け、本計画の中間見直しを実施した。 

また、市町村における森林経営管理制度の円滑な運営を支援した。 

区   分 事 業 内 容 事 業 費 

群 馬 県 森 林 ・ 林 業 

基 本 計 画 推 進 

計画を推進するために設置した外部アド

バイザー会議の開催等に要する経費  

・アドバイザー会議  1回  

172千円 

森 林 経 営 管 理 対 策 ぐんま森林クラウドへの境界明確化情報

の追加  

林業経営者育成研修  

・参加者数  延べ 54人  

16,446   

計   16,618 

 

(２)森林環境譲与税 決算額 108,920 千円 

 市町村が進める森林整備及びその促進に関する施策を支援する財源である森林環境

譲与税を基金に積み立てた。 

区   分 事 業 内 容 事 業 費 

森 林 環 境 譲 与 税 

基 金 造 成 

県が実施する森林環境譲与税事業の財源として活

用する基金の原資積立 

108,920千円 

 

(３)ぐんま緑の県民基金事業 決算額 1,708,883 千円 

豊かな水を育み、災害に強い森林づくりと、里山・平地林等の森林環境を改善し、

安全・安心な生活環境を創造することを目的に、下記の事業を実施した。 

区   分 事 業 内 容 事 業 費 

水 源 地 域 等 の 

森 林 整 備 

地利的、地形的な条件が不利なことにより林業

経営が成り立たず放置されている森林の整備等

を実施 

・整備面積 延べ371ha 

500,560千円 
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区   分 事 業 内 容 事 業 費 

市 町 村 提 案 型 

事 業 

地域の実情に合わせ市町村やボランティア団体

が取り組む荒廃した里山・平地林の整備等を支

援 ・35市町村 434事業 

268,595千円 

ぐんま緑の県民 

税 普 及 啓 発 

ぐんま緑の県民税への理解促進のための普及啓

発や、事業の内容検討・実績評価・効果検証を

行う第三者機関の運営 

6,073   

ぐんま緑の県民 

基 金 造 成 

基金事業財源の基金積立 

・税収           903,720 千円 

・寄附           27,585 

・運用益           2,350 

933,655     

計 1,708,883   

 

 (４)造林種苗対策 決算額 620,357 千円 

   森林資源の循環利用、林業生産基盤の整備及び森林の有する公益的機能を高めるた

め造林、間伐、松くい虫・ナラ枯れ防除事業等を実施し、森林資源の適切な造成、整

備を行った。 

区   分 事 業 内 容 事 業 費 

補 助 公 共 造 林 造林、保育、間伐等  1,090ha 

作業道         6,011m 

   491,326千円 

農山漁村地域整備 花粉発生源植替え    3.76ha      7,261 

造 林 推 進 対 策 森林整備(保育）等  310.5ha     40,873 

間 伐 推 進 対 策 間伐            5ha       722 

ぐ ん ま の 森 林  

づ く り 推 進  
間伐、枝払い等      160ha     17,277 

森 林 病 害 虫 防 除 松くい虫対策 

・樹幹注入 2,013 本、伐倒駆除 418m3 ほか 

ナラ枯れ対策 

・伐倒駆除 191m3ほか 

    41,428 

種 子 ・ 苗 木 関 係 少花粉スギ・ヒノキ等球果採取 545kg 

優良種子確保対策、苗木生産施設整備 

    20,645 

林野火災予防対策 予防啓発普及物品購入  1式 825 

計    620,357 

 

(５)分収林保全管理 決算額 19,888 千円 

（一財）森林・緑整備基金の分収林経営の健全化と、分収林に係る債権を保全する

ため、経営基盤の強化や管理経費の削減等について指導監督を行い、経営の合理化を

促進した。 

   また、分収林の山火事や気象災害による森林被害に備えるための森林保険の加入や
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保全・管理のための巡視活動に対しての補助と、分収林の経営管理等に必要な資金の貸

付を行い、適正な経営を支援した。 

区   分 事 業 内 容 事 業 費 

分 収 林 保 全 管 理 

事 業 費 補 助 

分収林の適正な保全管理に関する補助 

・分収林の巡視    231日 

・森林保険契約    412ha 

   19,888千円 

 

(６)林道・作業道整備 決算額 1,497,119 千円 

林業生産基盤を強化し、生産性の向上等を通じて林業の振興を図るため、林道の開

設・改良・舗装及び作業道の開設・改良を実施している。令和７年度の林道新規開設

延長は 1.9km で、令和７年度末の林道開設累計延長は 2,483km である。 

 なお、林道から市町村道等へ用途変更したものを除いた林道現況延長は 1,604km で

ある。 

補助公共造林を含めた作業道の新規開設延長は 110km で、林道と一体となって効率

的施業の推進に寄与した。 

 

区

分 
事 業 名 

事 業 量 
事 業 費 

路線数 延 長 

補

助

公

共 

補 助 公 共 林 道 8路線 897m  251,129千円 

（ う ち 開 設 ） (1)  (460) (36,896)    

農 山 漁 村 地 域 整 備 

（ う ち 開 設 ） 

10   

(4)   

824   

(804)  

456,828     

(414,722)    

補 助 公 共 

作 業 道 

林業専用道 9     1,110   299,382    

(うち開設 ) (6)   (672)  (167,450)   

作 業 道 

( 開 設 ) 

15     25,393   42,643     

小  計 42     28,224   1,049,982     

単

独

公

共 

単 独 林 道 

（ う ち 開 設 ） 

45     

(0)    

7,028   

(0)  

258,886     

(0)    

単 独 作 業 道 94     84,597   188,251     

（ う ち 開 設 ） (82)    (78,754)  (163,258)    

小  計 139    91,625   447,137     

計    181     119,849   1,497,119     

 

(７)地域森林計画 決算額 66,442 千円 

   森林法に基づき、西毛地域森林計画の策定を行った。 

 また、市町村による森林経営管理制度の運用を支援するため、森林情報の高度化及

び県と市町村で森林情報の共有を図る森林クラウドの整備を行うとともに、森林資源

情報のデジタル化を行う専門の職員を配置した。 
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区   分 事 業 内 容 事 業 費 

森 林 資 源 現 況 調 査 利根下流森林計画区の空中写真撮影 

デジタルオルソフォト作成 

森林基本図修正 

地域森林計画等策定支援 

13,435千円 

森 林 情 報 

シ ス テ ム 化 推 進 

ぐんま森林ＧＩＳの運用保守 9,000   

森 林 経 営 管 理 支 援 

(森林環境譲与税事業) 

森林クラウドの整備  

・ぐんま森林クラウドシステム運用保守  

・ぐんま森林クラウドシステム改修  

森林資源情報デジタル化 

・資源情報管理員  8人  

44,007   

計 66,442   

 

 (８)森林整備地域活動支援 決算額 8,889 千円 

   森林経営計画を作成するための、森林情報の収集、森林調査、森林所有者の合意形

成、森林境界の明確化等の活動を支援し、効率的な森林施業に寄与した。 

区   分 事 業 内 容 事 業 費 

森 林 整 備 地 域 

活動支援交付金 

森林経営計画作成促進 

・実施市町村   1 市町村 

・森林活動面積 170.07ha 

森林経営計画作成・森林境界の明確化に向けた条件

整備  

・実施市町村   1 市町村 

・森林活動面積 170.07ha 

5,917千円 

森林整備地域活

動支援基金造成 

森林整備地域活動支援交付金の財源として活用する

基金の運用利子等積立 

2,972   

計   8,889  

 

 (９)水源林等整備推進 決算額 43,902 千円 

森林の水源涵
かん

養や国土保全などの公益的機能を健全に保つため、県有林（５か所）

や森林公園等（５か所）の森林整備等を行った。 

 

(10)林業イノベーション推進 決算額 15,354 千円 

県内の森林・林業関係者や異業種・異分野の民間企業等との連携及びマッチング創

出の場となる「ぐんま森林・林業イノベーションプラットフォーム（もりビズぐんま

）」を立ち上げ、キックオフイベントの開催や地域における PR 活動、勉強会・技術交

流会等を実施して、本県の森林・林業・木材産業への新たな参入促進と共創の推進を

支援した。 
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(11)緑化推進対策 決算額 5,932 千円 

県民の緑化意識の高揚と緑豊かな郷土づくりを推進するため、緑化運動の推進や各

種イベントを開催するとともに、緑化運動ポスター及び緑化運動標語のコンクールな

ど諸事業を実施した。 

また、多様な主体による森林の保全整備を推進するため、企業等による森林ボラン

ティア活動を支援した。 

区   分 事 業 内 容 事 業 費 

第 7 8回 群 馬 県 

植 樹 祭 

・開催日 令和 7 年 6 月 7 日（土） 

・会 場 多野郡上野村大字乙父「上野村運動公園」 

・テーマ「聞きたいな 森のささやき いつまでも」 

・参加者 800人 

5,932千円 

緑 化 運 動 

ポ ス タ ー ・ 

緑 化 運 動 標 語 

コ ン ク ー ル 

・応募数  

 ポスター    846点  

標語    10,944点  

・入賞者数  

ポスター  金賞 3人、銀賞 6人、銅賞 18人  

  標語    特選 3人、優秀 8人  

企 業 等 に よ る 

森林ボランティア 

活 動 支 援 

・協定締結数 28件（28団体） 

・協定面積  214.93ha 

 

 (12)森林環境教育推進 決算額 13,885 千円 

森林や環境を大切にする意識を高めるため、緑の少年団活動への支援や小・中学生

を対象としたフォレストリースクールを実施した。 

また、森林公園等をフィールドにした県民参加型イベントを開催し、森林の機能や

必要性について幅広く学ぶ場を提供した。 

このほか、森林環境教育指導者である緑のインタープリターの養成や資質向上のた

め、研修会を実施した。 

区   分 事 業 内 容 事 業 費 

森 林 環 境 

教 育 支 援 

緑の少年団活動支援 

・運営支援 307団 

・活動支援  22団 

小・中学生のためのフォレストリースクール開催 

・開催数 66校81回 

・参加数 延べ2,963人 

緑のインタープリター養成 

・活動登録数   129人 

・養成講座受講者 21人 

・フォローアップ研修会 4回 

13,885千円 
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(13)森林公園整備 決算額 106,917 千円 

① 利用者の安全性等の向上を図るため、各公園において老朽化した施設の改修をした。 

区   分 公園名 主 な 事 業 内 容 事 業 費 

森 林 公 園 施 設 整 備  伊 香 保 森 林 公 園  トイレフート弁調査等 1,284千円 

憩 の 森 展示棟誘導灯交換 179 

赤 城 森 林 公 園 危険木伐採等 908 

赤城ふれあいの森 吊り橋点検等 673 

さ く ら の 里 管理棟テラス補修 1,364      

み か ぼ 森 林 公 園 電気設備修繕 206   

２ １ 世 紀 の 森  危険木伐採 748   

お う ら の 森  管理事務所屋根塗装等 4,158   

企 業 と の 連 携 に  

よ る 森 林 公 園 整 備  

赤城ふれあいの森 森林整備等 2,002   

そ の 他 整 備  施設修繕・備品修繕等  1,167   

計  12,689   

② 管理運営については、指定管理者制度により維持管理や利用者へのサービス向上、

経費の削減が図られた。 

  そのほか、各種団体が開催するイベント等へフィールドを提供し、保健休養の場と

しての利活用を図った。 

区分 公  園  名 指定管理者 
指定 

期間 
指定管理料 入園者数 

指 

定 

管 

理 

伊 香 保 森 林 公 園 

・ 憩 の 森  

グリーンクラフ

トマン（株） 

令和6年度 

～8年度 

28,000千円 43,729人 

赤 城 森 林 公 園 ・ 

ふ れ あ い の 森 赤 城 

ＫｏｈａＬＡＢ 令和7年度 

 ～9年度 

15,445 177,631 

桜 山 森 林 公 園 

 

藤岡市 令和6年度 

～10年度 

3,863 66,936 

み か ぼ 森 林 公 園 

 

グリーンクラフ

トマン（株） 

令和6年度 

 ～10年度 

3,800 10,809 

さ く ら の 里 

 

(一財 )森林・緑

整備基金  

令和6年度 

 ～10年度 

12,320 106,739 

２ １ 世 紀 の 森 

 

利根沼田森林組

合 

令和6年度 

～10年度 

11,440 33,483 

お う ら の 森 ＪＡ邑楽館林千

代田町緑化組合 

令和5年度 

 ～7年度 

14,630 37,340 

小 計 89,498 476,667 

そ
の
他

管
理
費 

さくらの里仮設トイレ設置、森林公園施設賠償責

任保険、パンフレット作成等 

4,730    

計 94,228 476,667 
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(14) 林業関係試験                      決算額   194,053 千円 

森林の多面的な機能の持続的な発揮を図るため、森林の整備をはじめ、森林病害虫

の防除や自然環境の保全に向けた野生動物による被害対策などの研究に取り組んだ。 

また、林業の活性化を図るため、木材の加工技術の向上や、きのこ類の栽培技術の

確立などについて研究に取り組んだ。 

 ① 主な試験研究 

区  分 研 究 内 容 研究テーマ数 事 業 費 

自 然 環 境 保 全 獣類被害対策の効率的な管理手

法の開発等 

2 件 1,509 千円 

森 林 整 備 下刈りの低コスト化に関する調

査研究等 

   6 6,605 

木 材 加 工 群馬県産広葉樹材の高付加価値

生産技術開発等 

   4 5,461 

き の こ ムキタケの普及に向けた栽培技

術確立等 

   5 9,656 

計 17 23,231 

 ② 林木育種 

花粉症対策スギ・ヒノキ及び松くい虫抵抗性マツの種子を生産し、県内の苗木生産

者から要望された種子を全量供給した。 

また、新たに特定母樹スギ採種園の整備を開始した。 

 

６ 林業振興費 

(１)林業構造改善対策 決算額 36,611 千円 

社会の木材ニーズに対応可能な安定的な木材の生産・供給体制整備のために、「林

業・木材産業循環成長対策交付金」等を活用して、高性能林業機械等のリース支援や

木質バイオマス利用促進施設の整備、JAS 認証取得に必要な経費を支援した。 

区  分 事 業 内 容 事業量 事業費 補助率 補助金 

 

林業・木材産業 

循環成長対策 

 

林業経営体育成対策 

（林業機械リース支援） 

 

4 件 

千円 

97,350 

 

1/3 以内 

千円 

25,781 

林業・木材産業 

循環成長対策 

木質バイオマス利用促進

施設の整備 
1 23,870 1/2 以内 10,781 

県 産 材 品 質 向

上強化対策 
JAS 認証取得の支援 1 110 1/2 以内 49 

計  121,330  36,611 

 

(２)木材等生産振興対策 決算額 69,805 千円 

県産木材流通の活性化及び安定供給を図るとともに、持続可能な資源である木材の

需要拡大に総合的に取り組んだ。 
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区 分 事 業 内 容 事業量 事業費 補助率 補助金 

 

県 産 木 材 利 用 

促 進 対 策 

 

親と子の木工広

場開催 

 

4 団体 

(5 回開催) 

千円 

1,921 

 

1/2 以内 

千円 

940 

県 産 木 材 利 用 

促 進 対 策 

木工教室の開催

や木材ＰＲポス

ター等の作成・

配布等 

1 団体 1,073 1/2 以内 500 

ぐんまゼロ宣言

住 宅 促 進 

県産木材を利用

した高性能な住

宅建設促進 

209 棟 52,880 12,500 円/㎥ 

（定額） 

52,880 

Ｚ Ｅ Ｂ 推 進 

モ デ ル 事 業 

県産材を構造材

に使用した「Ｚ

ＥＢ」の普及拡 

大 

1 棟 38,782 1/2 以内 6,779 

計  94,656  61,099 

また、県産木材の需要の裾野を広げるため、令和２年 12 月に行った「ウッドスタ

ート宣言」に基づき、木に触れ、その温もりや良さを感じてもらう「木育」に取り組

むとともに、非住宅建築物における県産木材の利用拡大に向けて、木造建築設計の担

い手の養成に取り組んだ。 

区 分 事 業 内 容 事業費 

 

みんなで拡げる 

ぐんま木づかい 

推 進 

 

木育インストラ

クター養成講座 

 

市町村等の木育活動を担う人材養成 

修了生を登録し県ホームページで公表 

 17 人 

木育インストラクター登録者向けに 

フォローアップを行い受講証を発行  

16 人 

千円 

773  

ぐんまの「木育」

推 進 

木育活動実施支

援 

保育園、幼稚園、小中学校及び地域等

で、木育インストラクター等の講師と

ともに取り組む各種「木育活動」を支援 

16 件 

600 
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区 分 事 業 内 容 事業費 

 

中 大 規 模 木 造 

建築マイスター 

養 成 講 座 対 策 

 

ぐんま中大規模

木造建築マイス

ター養成講座 

 

ぐんま中大規模木造建築マイスター登

録者向けにフォローアップ講座を実施

        11 人 

千円 

1,639 

 

 

ぐんま木造建築

未来マイスター

養成講座 

県内大学生等を対象とし、将来の木造

建築設計を担う若者を育成するため、

木造建築の基礎や木材加工等の現地を

見て学ぶ講座を開催      14 人 

 

計 3,012 

このほか、児童生徒木工工作コンクールなどの開催や「木材需給の現況」の発行な

どの情報提供により県産木材の利用促進を図った。 

 

(３)きのこ等振興対策 決算額 182,347 千円 

きのこを主とする特用林産物の生産振興を図るため、生産、流通、消費拡大等に係

る各種事業を実施するとともに、原発事故の影響を受けた生産者支援のため生産資材

導入費の一部を補助した。 

また、きのこ・原木等の放射性物質の出荷前安全検査を実施して、安全・安心なき

のこの生産・流通の確保に努めた。 

区 分 事 業 内 容 事業費 補助率 補助金 

 

特用林産物生産活力アップ 

（ 施 設 等 整 備 ） 

 

栽培施設等整備 11 団体 

千円 

49,066 

 

1/2 以内 

千円 

21,982 

特用林産物生産活力アップ

（原木共同購入支援） 

しいたけ原木共同購入助成 

・共同購入 26,500 本 

6,643 50 円/本 

（定額） 

1,175 

特 用 林 産 施 設

体 制 整 備 

東日本大震災からの復興 

支援のため、きのこ生産

資材購入費へ助成 

・しいたけ原木 

      372,828 本 

・菌床用オガ粉 

              11,028m3 

209,298 高騰分を 

控除した 

導 入 費 の 

1/2 以内 

86,278 

き の こ 経 営 安 定 対 策 情報収集、栽培技術研修会等 1,568 2/3 以内 1,044 

群馬県産きのこ消費拡大

推進 

県産きのこの地産地消推

進のための販促イベント

やキ ャン ペー ン 等 の開

催、普及啓発資料の作成、

食育推進事業の実施 

3,824 1/2 以内 1,776 
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区 分 事 業 内 容 事業費 補助率 補助金 

 

放射性物質対処型森林・

林 業 再 生 総 合 対 策 

 

ほだ木等の原木林の再生

に必要な放射性物質調査

等 

千円 

407 

 

定額 

千円 

53 

きのこの生産資材導入支

援 

燃油や資材価格高騰の影

響を受けにくい経営構造

に向けた取組に対する支

援を目的に、きのこの次

期生産に必要な生産材の

導入経費へ助成 8 団体 

57,693 物価高騰

分の 1/2

（定額) 

57,693 

計 328,499  170,001 

 

(４)林業金融対策 決算額 120,991 千円 

① 林業近代化資金利子助成金 

木材や林産物の生産加工、流通又は販売に必要な機械の導入のために資金を借り受

けた林業者等の利息負担を軽減することにより、林業・木材産業の近代化を支援した。 

区 分 事 業 内 容 事業費 補助率 補助金 

 

林業近代化利子助成 

 

日本政策金融公庫資金

の借入利息に対する助

成 3 件 

千円 

666 

転貸 

2.0％以内 

非転貸 

1.5％以内 

千円 

307 

② 間伐材生産流通資金貸付 

間伐と間伐材の有効利用を促進するため、森林所有者又は木材・製材・チップ業者

が行う間伐材の生産、流通及び加工に必要な資金について、金融機関との協調による

融資を実施した。 

預 託 金 
年 間 融 資 累 計 年 度 末 融 資 残 高 

件 数 金 額 件 数 金 額 

120,000 千円 1 件 10,000 千円 1 件 10,000 千円 

 

(５)森林組合強化対策 決算額 3,102 千円 

地域林業の中核的担い手である森林組合の健全な発展を図るため、経営基盤や組織・

執行体制、系統共販体制の強化に努めた。 

区 分 事 業 内 容 事業費 補助率 補助金 

森林組合連合会 経営指導専門員の設置、研

修会の開催、機関誌等の発

行、きのこ原木購入資金へ

の利子助成等 

6,617 千円 1/2 以内 2,800 千円 
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(６)林業振興資金貸付 決算額 318,000 千円 

群馬県森林組合連合会に対し、造林用苗木、各種林業用資機材の購入資金及び単位

組合の事業資金の貸付を実施することにより、会員である森林組合に対する造林用苗

木等の安定供給及び経営の安定化を図った。また、森林の間伐等の実施の促進に関す

る特別措置法（間伐特措法）による温室効果ガスの森林吸収量目標である吸収量 2.0％

の確保のため、森林組合に対し間伐事業資金の貸付を実施した。 

区 分 年 利 貸 付 額 

造 林 用 苗 木 確 保 資 金 0.20%  50,000 千円 

資 材 購 入 資 金 0.93 32,000 

単 位 組 合 事 業 資 金 県森連 0.93→単組 1.18 166,000 

森 林 吸 収 源 対 策 推 進 資 金 0.20 70,000 

計 318,000 

 

(７)林業技術普及指導 決算額 14,752 千円 

森林所有者や林業後継者等に対し、林業技術及び知識の普及や森林施業に関する指

導を行い、林業経営の合理化や森林整備の促進、林業労働安全の推進に努めた。 

区 分 事 業 内 容 事 業 費 

林業技術 

普及指導 

・林業技術及び林業知識の普及活動 

・林業改良普及協会の運営及び活動補助 

・林業研究グループ等の活動支援 

・次世代型森林管理実証事業 

14,752 千円 

 

(８)林業労働力対策 決算額 59,351 千円 

林業担い手の確保・育成のため、就業相談や情報提供、林業従事者の福利厚生の充

実や労働安全衛生の促進、技術・技能の向上に取り組む事業主を支援する市町村等に

対して助成を行った。 

福利厚生の充実では、年金及び退職金共済掛金の一部を助成して、林業従事者の社

会保険への加入を促進し、労働条件の改善を図った。 

区 分 事 業 内 容 事業費 補助率 補助金 

 

林 業 労 働 力 確 保 

支援センター活動 

 

林業労働力確保支援センターによ

る、新規就業者受入れのための就

業相談や技術・技能向上のための

研修支援等 

千円 

5,645 

 

1/2 以内 

 

千円 

2,300 

林 業 労 働 安 全 

衛 生 総 合 対 策 

巡回指導 14 か所 

 

510 

 

10/10 

以内 

460 
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区 分 事 業 内 容 事業費 補助率 補助金 

 

森 林 整 備 

担 い 手 対 策 

 

社会保険料等の掛金助成 

         延べ 618 人 

千円 

203,601 

 

1/2 以内

ほか 

  

千円 

38,560 

特殊健診        460  

蜂アレルギー検査       388  

チェンソー再教育        20  

林業技術向上研修等助成 

延べ 3  

緑の雇用        21  

林 業 事 業 体 

技 術 者 育 成 

林業事業体の技術者育成支援 

延べ 8 人  

160 1/2 以内 

ほか 

160 

計 209,916  41,480 

林業現場における技術向上を図るため、ぐんま林業担い手対策により各種研修を実

施した。 

また、新規林業就業者の確保に向けては、林業へ就職を希望する県農林大学校生へ

の就業準備金の給付、WEB サイト「森ワーク」を活用した群馬県の森林・林業の魅力

発信の強化及び大手求人サイトを活用した人材募集支援等を行った。 

さらに、労働災害を減少させるため、伐倒練習機による伐倒講習会を実施した。 

区 分 事 業 内 容 事 業 費 

ぐ ん ま 林 業 

担 い 手 対 策 

群馬県講師派遣プログラム 

（作業道作設研修）       2 事業体 2 人 

千円 

8,290 

群馬県林業講師養成研修          6 

ＯＪＴ指導者研修 雇用主等        9 

ＯＪＴ指導者     24 

架線系作業システム

推進事業 

タワーヤーダ実証事業  1 か所   

  

緑 の 青 年 就 業 

準 備 給 付 金 

林業へ就業希望の県農林

大学校生の生活資金とし

て給付 

給付対象者    2 人 2,288 

林 業 就 業 促 進 

総 合 対 策 

新規林業就業者対策 ＷＥＢサイト「森ワーク」の

運営・維持 

187 

林業従事者実態調査 調査に要する事務費 24 

ぐんま森林・林業スタート

アップ研修 

セミナー研修   3 回 

（延べ 225 人） 

4,000 

体験研修    12 人 

意欲的経営体強化育成支援          7 事業体 559 

林 業 事 業 体 

技 術 者 育 成 

林業事業体初任者育成研修                 8 人 1,980 

計 17,328 
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(９)森林整備機械化推進 決算額 4,000 千円 

森林整備の担い手である林業従事者等を安定的に確保し、安全性及び生産性の高い

林業機械の推進を図るため、（一財）群馬県森林・緑整備基金（群馬県林業労働力確

保支援センター）が林業事業体に対して実施する高性能林業機械の貸し付けを支援し

た。 

区 分 事 業 内 容 事 業 費 補助率 補助金 

森林整備機械化

推 進 

林業事業体への貸し付け

に必要な高性能林業機械

の借料費への支援 

8,840 千円 1/2 以内 4,000 千円 

 

７ 森林保全費 

(１)治山 決算額  5,457,041 千円 

豪雨等により荒廃した山地や機能が低下した保安林等において、荒廃山地の復旧整

備、荒廃危険山地の崩落予防及び保安林機能の維持・強化を図るため、補助治山事業

により治山施設の設置及び森林整備を実施した。また、国庫補助の対象とならない小

規模な荒廃山地等においては、単独治山事業により治山施設の設置及び森林整備を実

施した。 

その結果、保安林の水源涵
かん

養や土砂流出防止等の機能が維持・増進され、山地災害

から県民の生命・財産を守るとともに、安全で安心な暮らしの実現に寄与した。 

区 分  事  業  名  事  業  量  事  業  費  

補
助
治
山 

山 地 治 山 総 合 対 策  53 か所  2,266,743 千円   

農 山 漁 村 地 域 整 備 交 付 金  26  1,183,428 

小    計  79   3,450,171 

単
独
治
山 

県 単 治 山  82  1,585,339 

水 源 か ん 養 治 山  1 7,000 

保 安 林 リ フ レ ッ シ ュ  17 89,113 

保 安 林 整 備 推 進  県内一円  11,469 

県 単 地 す べ り       2 26,195 

県 単 修 繕       14 227,422 

山 地 災 害 応 急  7 6,714 

落 石 防 護 緩 衝 機 能 回 復       1 12,096 

治 山 事 業 調 査  県内一円  32,684 

山 地 災 害 危 険 地 区 管 理  県内一円  8,838 

小    計  124 2,006,870 

計  203 5,457,041 

 

(２)保安林対策 決算額 31,813 千円 

水源涵
かん

養や山地災害の防止など、県民の暮らしを守る上で特に重要な役割を果たし

ている森林を保安林に指定し、森林の公益的機能の維持・増進に努めた。 



- 231 - 

 

また、保安林以外の民有林における１ha を超える開発行為に対しては、林地開発許

可制度により林地の適切な利用が行われるよう審査を行った。 

区 分 内 容 金 額 

保安林対策・管理等 民有林保安林指定調査  23 件、122.6ha 

民有林保安林解除調査    12 件、  1.5ha 

民有林保安林伐採等許可          349 件 

民有林保安林経常地籍異動調査  17,842 筆 

31,707 千円 

林 地 開 発 許 可 審査等 12 件 指導・監督 67 か所 106 

計  31,813 

※保安林指定・解除調査件数は実申請件数（重複解除地の申請は１件として計上） 

 

(３)森林土木技術管理 

治山・林道工事における設計積算業務の効率化及び積算業務の品質向上を確保する

ため、設計積算システム等の運用保守を行うとともに、システム操作研修会や技術検

討会等を開催した。また、監督員としての技術基準や設計積算に対する若手職員の理

解を深めるため、森林土木技術研修会を開催した。 

区  分  回  数  人  数  

森 林 土 木 技 術 研 修 会 16 回  延べ 171 人  

 

８ 災害復旧費（農林水産施設災害復旧費） 

(１)林道災害復旧 決算額 74,780 千円 

 令和元年台風第 19 号により被災した林道について、国の災害復旧事業を活用して、

災害査定を受けた 44 路線 91 か所の復旧を進めてきたが、未完成だった１路線１か所

の工事が完了したことにより、全箇所の復旧事業が完了した。 

区   分 事 業 量 事 業 費 

令和元年発生災害 1路線（1か所） 74,780千円 

 

 

 


